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電気事業を取り巻く環境は、電力システム改革の進展等に伴い大きく変化しており、

送配電事業の一層の中立性の確保を図るため、2020 年 4 月に電力各社の送配電部門

の法的分離（沖縄電力株式会社を除く）が行われました。 

こうした環境変化に電力業界として柔軟かつ適切に対応していくため、一般送配電

事業者による運営組織である「送配電網協議会」の設立に向けて、電気事業連合会内

に送配電網協議会設立準備室を設置し詳細な検討を進め、2020 年 10 月 1 日より、電

気事業連合会内に「送配電網協議会」を設置することといたしました。また、協議会

内に需給調整市場の利便性向上を目的とした受付窓口として「需給調整市場運営部」

を設置することといたしました。 

「送配電網協議会」は、2021 年 4 月以降、電気事業連合会から独立した組織として

業務を運営していく予定としており、今後も独立に向けて組織体制などの具体的な検

討を進めてまいります。 

 

協議会内に受付窓口を設置することに伴い、北海道電力ネットワーク株式会社、東

北電力ネットワーク株式会社、東京電力パワーグリッド株式会社、中部電力パワーグ

リッド株式会社、北陸電力送配電株式会社、関西電力送配電株式会社、中国電力ネッ

トワーク株式会社、四国電力送配電株式会社、九州電力送配電株式会社、および沖縄

電力株式会社（以下、「一般送配電事業者 10 社」という）は、需給調整市場に参加さ

れる皆さまからの申込受付、お問い合わせ対応等の業務を 2020 年 10 月 1 日より「送

配電網協議会」へ委託することといたします。 

 

別紙１：「送配電網協議会」の概要 

別紙２：需給調整市場に関する受付窓口の設置およびホームページの開設について 

以 上 



（別紙１） 

 

「送配電網協議会」の概要 

 

名 称   送配電網協議会 

英 語 名 称  Transmission & Distribution Grid Council（ＴＤＧＣ） 

ロゴマーク 

 

 

 

 

 

 

住   所  東京都千代田区大手町 1 丁目 3 番 2 号 

設  置  日  2020 年 10 月 1 日 

設  立  日  2021 年  4 月 1 日（予定） 

 

＜「送配電網協議会」の組織変遷のイメージ＞ 

 



（別紙２） 

 

需給調整市場に関する受付窓口の設置およびホームページの開設について 

 

現在、「需給調整市場」の 2021 年 4 月の創設に向け、一般送配電事業者 10 社は、

市場に参加される皆さまからの申込受付、お問い合わせ対応等の業務を各一般送配電

事業者で実施しております。 

 

需給調整市場の運営を円滑かつ効率的に行い、市場に参加される皆さまの利便性向

上を図ることを目的として、2020 年 10 月 1 日から一般送配電事業者 10 社は「送配電

網協議会」へ需給調整市場に関する一部の業務を委託する予定です。 

 

今後は「送配電網協議会」内に設置される組織である「需給調整市場運営部」によ

り、需給調整市場に関する共通的な業務を一元的に実施いたします。 

なお、取引会員さまと各地域の一般送配電事業者との契約締結や精算等については、

引き続き各一般送配電事業者が対応いたします。 

 

 また、「送配電網協議会」のホームページを開設し、2020 年 10 月 1 日からは「需給

調整市場運営部」の業務開始に伴い、需給調整市場に関する情報や各種お知らせ等を

当ホームページで公表いたします。  

2021 年 4 月の需給調整市場創設後は、取引実績等の情報につきましても、当ホーム

ページにて公表する予定としております。 

 

送配電網協議会ホームページ 

https://www.tdgc.jp/  

 

＜参考：需給調整市場について＞ 

一般送配電事業者が電力供給区域の周波数制御・需給バランス調整を行うために必要とな

る調整力について、多くの電源等への参加機会の公平性確保、調達コストの透明性・適切性

の確保の観点から、公募により調達を実施しております。 

 より効率的な需給運用の実現を目指すため、公募調達に加え、2021 年 4 月よりエリアを越

えた広域的な調整力の調達を行う「需給調整市場」を創設する予定です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



＜参考：需給調整市場運営部の業務について＞ 

 


